
5

［ 前年度（３月を除く） ・ 前三月 ］における一月当たりの実績の平均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（［　］はいずれかに○を付ける）

※前三月の場合は指定年月日若しくは再開年月日を記載

（　　　　　　　年　　　　月　　　　日）

有 ・ 無

6

［ 前年度（３月を除く） ・ 前三月 ］における一月当たりの実績の平均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（［　］はいずれかに○を付ける）

※前三月の場合は指定年月日若しくは再開年月日を記載

（　　　　　　年　　　　月　　　　日）

有 ・ 無

7

［ 前年度（３月を除く） ・ 前三月 ］における一月当たりの実績の平均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（［　］はいずれかに○を付ける）

※前三月の場合は指定年月日若しくは再開年月日を記載

（　　　　　　年　　　　月　　　　日）

有 ・ 無

別紙６－６

サービス提供体制強化加算に係る届出書

（（介護予防）短期入所生活介護事業所、（介護予防）短期入所療養介護事業所、
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、（介護予防）特定施設入居者介護）

1 事業所名

2 異動区分 1 新規 2 変更 3 終了

3 施設種別

1
（介護予防）短期入所生
活介護（単独型）

2
（介護予防）短期入所生
活介護（併設型）

3
（介護予防）短期入所生
活介護（空床利用型）

4
（介護予防）短期入所療
養介護

5 介護老人福祉施設 6 介護老人保健施設

7 介護療養型医療施設 8
（介護予防）特定施設入
居者生活介護

4 届出項目
1 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 2 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ

3 サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 4 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

介護福祉士等
の状況

・加算Ⅰイ
　①に占める②の
割合が６０％以上

①
介護職員の総数
（常勤換算）

人

②
①のうち介護福祉士の総数
（常勤換算）

人
・加算Ⅰロ
　①に占める②の
割合が５０％以上

常勤職員の状
況

勤続年数の状
況

①
サービスを直接提供する者の総
数（常勤換算）

人

①
看護・介護職員の総数（常勤換
算）

人

②

②
①のうち勤続年数３年以上の者の
総数（常勤換算）

人
①に占める②の
割合が３０％以
上

①に占める②の
割合が７５％以
上

①のうち常勤者の総数（常勤換
算）

人



注１　「２異動区分」、「３施設種別」及び「４届出項目」欄は、該当する番号に○を付けてくだ

　　さい。

　２　「５介護福祉士等の状況」は、「２届出項目」が「１サービス提供体制強化加算（Ⅰ）」の

　　場合に記載してください。

　　　この場合、前年度（３月を除く）又は届出日の属する月の前三月の介護職員の勤務実績（別　

　　紙６－６－１介護職員の勤務実績）を添付してください。

　３　「６常勤職員の状況」は、「２届出項目」が「２サービス提供体制強化加算（Ⅱ）」の場合

　　に記載してください。

　　　この場合、前年度（３月を除く）又は届出日の属する月の前三月の看護・介護職員の勤務実

　　績（別紙６－６－２　看護・介護職員の勤務実績）を添付してください。

　４　「７勤続年数の状況」は、「２届出項目」が「３サービス提供体制強化加算（Ⅲ）」の場合

　　に記載してください。

　　　この場合、前年度（３月を除く）又は届出日の属する月の前三月のサービスを直接提供する

　　者の勤務実績（別紙６－６－３　サービスを直接提供する者の勤務実績）を添付してください。

　５　「サービスを直接提供する者」は、次の職員をいいます。

　　・　（介護予防）短期入所生活介護、介護老人福祉施設、（介護予防）特定施設入居者生活介護

　　　　　生活相談員、介護職員、看護職員及び機能訓練指導員として勤務を行う職員

　　・　（介護予防）短期入所療養介護、介護老人保健施設

　　　　　看護職員、介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士として勤務

　　　　を行う職員

　　・　介護療養型医療施設

　　　　　看護職員、介護職員、理学療法士及び作業療法士として勤務を行う職員

　６　資格を有することを証明する書類（資格証）の写しを添付してください。


